
Page | 1 
 

 

 

IFRIC® Update 
From the IFRS® Interpretations Committee 

 
 

2026 年 6 月 
 

IFRIC Update 2026 年 6 月 
IFRIC Update は IFRS 解釈指針委員会（委員会）が公開の会議で至った決定の

要約である。過去の Update は IFRIC Update アーカイブで見つけられる。 

委員会は 2026 年 6 月 16 日から 17 日に会議を行い、下記について議論し
た。 
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委員会は、以下の事項について議論を行い、作業計画に基準設定プロジェクトを追加しないことを暫定
的に決定した。委員会は、これらの暫定決定（基準設定プロジェクトを追加しない理由を含む）を今後
の会議で再検討する予定である。委員会は暫定的なアジェンダ決定に対するコメントを求めている。関
心のある関係者は、コメントを open for comment ページで提出することができる。すべてのコメント
は公開の記録に記載されウェブサイトに掲載される。ただし、回答者が機密とすることを要請し我々が
その要請を認めた場合は除く。そうした要請は、十分な理由（例えば、商業上の機密）の裏付けがない
限り、通常は認められない。委員会は、締切日までに書面で受け取ったすべてのコメントを考慮する。
締切日後に受け取ったコメントは、委員会が検討するアジェンダ･ペーパーにおいては分析されない。 

 
経営者が定義した業績指標―仮想の収益及び費用（IFRS第18号「財務諸表における表示
及び開示」）― アジェンダ・ペーパー2 

2026年9月9日までコメントを募集 

IFRS 第 18 号の第 117 項は、経営者が定義した業績指標を次のように定義している。「収益及び費用の小
計のうち以下に該当するものである。 

a. 企業が財務諸表の外での一般とのコミュニケーションにおいて使用している。 
b. 企業が企業全体の財務業績の一側面についての経営者の見方を財務諸表利用者に伝える。かつ、 
c. 第 118 項［経営者が定義した業績指標ではない収益及び費用の小計のリスト］に列挙されておらず、

IFRS会計基準書によって表示又は開示が具体的に要求されていない。」 

委員会は、仮想の収益及び費用を含む業績指標が IFRS 第 18 号における経営者が定義した業績指標の定義
を満たし得るかどうかを質問した要望書を受け取った。 

事実パターン 

 要望書は、仮想的な収益及び費用を、企業が IFRS 会計基準を適用して財務業績計算書において認識してお
らず決して認識することのない収益及び費用として記述している。 

 要望書は、IFRS 第 18 号の第 117 項に示されているように、そのような仮想の収益及び費用を含んでいる
業績指標が次のとおりであるかどうかを質問している。 

a. 収益及び費用の小計である可能性があり、かつ、 
b. 企業全体の財務業績の一側面を忠実に表現しなければならない。 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

 委員会は、経営者が定義した業績指標と考えられるためには、収益及び費用の小計は、とりわけ、財務諸
表の外での一般とのコミュニケーションにおいて企業が使用していなければならないことに着目した。 

収益及び費用の小計 

 IFRS 第 18 号の第 117 項は、「経営者が定義した業績指標とは、収益及び費用の小計…である」と述べて
いる。委員会は、この項は、経営者が定義した業績指標である収益及び費用の小計を企業がどのように計算
するのかについての制限を含んでいないことに着目した。したがって、この項は、企業が IFRS 会計基準を適
用して財務業績の計算書において認識しておらず認識することのない収益及び費用を含めることを制限して
いない。 

IFRS 第 18 号に付属する結論の根拠の BC357 項は、経営者が定義した業績指標である収益及び費用の小計
を企業が計算する方法に具体的な制限を設けないことを IASBが決定したのは、そのような制限は財務諸表利
用者が有用と考える指標を企業が開示することを妨げる可能性があるからであると説明している。 

https://www.ifrs.org/projects/open-for-comment/
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したがって、委員会は、仮想の収益及び費用を含んでいる業績指標は、IFRS 第 18 号の第 117 項に従って
収益及び費用の小計となり得ると結論を下した。 

忠実な表現 

 忠実な表現を検討するにあたり、企業は、財務諸表において開示される情報が、当該情報が表現しようと
しているものを忠実に表現するかどうかを評価する。 

 経営者が定義した業績指標についての開示の目的（IFRS 第 18 号の第 121 項に示されている）は、経営者
の見解において、経営者が定義した業績指標が伝える財務業績の一側面を財務諸表利用者が理解するのに役
立てるための情報を提供することを含んでいる。したがって、経営者が定義した業績指標について開示され
る情報が、それが表現しようとしているものを忠実に表現するかどうかを検討する際に、委員会は、「企業
全体の財務業績の一側面についての経営者の見方」という IFRS 第 18 号の第 117 項における語句が、経営者
が定義した業績指標が表現しようとしている情報を記述していることに着目した。言い換えると、「企業全
体の財務業績の一側面」は、「経営者の見方」から独立させて読むべきではない。 

 IFRS 第 18 号に付属する結論の根拠の BC360 項で説明されているように、経営者が定義した業績指標の文
脈において、忠実な表現は、ある指標が「良い」指標なのか「悪い」指標なのかに関する情報を提供しな
い。 

IFRS 第 18 号の適用に関する結論 

 委員会は、仮想の収益及び費用を含む業績指標は、収益及び費用の小計となり得るものであり、表現しよ
うとしているもの（すなわち、企業全体の財務業績の一側面についての経営者の見方）を忠実に表現し得る
と結論を下した。 

 業績指標が IFRS 第 18 号の第 117 項における関連性がある要件のすべてを満たす場合には、当該業績指標
は経営者が定義した業績指標であり、企業は IFRS第 18 号の第 121 項から第 125 項を適用して、その経営者
が定義した業績指標に関する情報を財務諸表において開示することを要求される。これには、例えば、経営
者が定義した業績指標を「財務諸表利用者の誤解を与えない明瞭で理解可能な方法で」名称を付け記述する
という要求事項が含まれる（IFRS 第 18 号の第 123 項参照）。IFRS 第 18 号の第 121 項で示されている、経
営者が定義した業績指標についての開示の目的は、財務諸表利用者が次のことを理解するのに役立てるため
の情報を企業が提供することである。 

a. 経営者の見解において、経営者が定義した業績指標が伝える財務業績の一側面 
b. 経営者が定義した業績指標は、IFRS会計基準で定義されている指標と比較してどのようであるのか 

結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、仮想の収益及び費用を含む業績指標が経営者が定
義した業績指標の定義を満たし得るかどうかを企業が決定するための適切な基礎を提供していると結論を下
した。したがって、委員会は、要望書に対処するための基準設定プロジェクトは必要ないと［決定した］。 

 
経営者が定義した業績指標―一般とのコミュニケーション（IFRS第18号「財務諸表にお
ける表示及び開示」）― アジェンダ・ペーパー3 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、少数の特定可能な株主又は潜在的な投資者に秘密扱いで提供されるプレゼンテーションは、
IFRS 第 18 号を適用して経営者が定義した業績指標を識別する目的において、一般とのコミュニケーション
であるかどうかを質問した要望書を受け取った。 

事実パターン 
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 要望書は、次のような事実パターンを記述していた。 

a. ある未上場企業が、プレゼテーション（ピッチ資料を含む）を作成し、少数の特定可能な株主又は潜
在的な投資者と共有している。このプレゼンテーションは、それ以外の点では経営者が定義した業績
指標の定義を満たす可能性のある業績指標を含んでいる。 

b. 当該プレゼンテーションは、秘密保持を要求しプレゼンテーションの他の者への再配布を禁止する合
意に基づいて共有されている。 

c. 当該プレゼンテーションは、オンラインで公表されず、プレスリリースに含まれず、アナリストに配
布されず、より幅広い又は不確定の外部者に他の方法でアクセス可能にもされていない。 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

 IFRS 第 18 号の第 117 項は、経営者が定義した業績指標の定義を含んでいる。その定義のパート(a)は、経
営者が定義した業績指標であるためには、収益及び費用の小計が「財務諸表の外で一般とのコミュニケーシ
ョンにおいて」使用されていなければならないと述べている。 

 コミュニケーションが一般とのコミュニケーションであるかどうかを企業が評価するのに役立てるため、
IFRS第 18号の B119項は、特定のコミュニケーションで「一般とのコミュニケーション」に含まれるもの及
び除外されるものを列挙している。委員会は、IFRS第 18号の B119項における「投資者向けプレゼンテーシ
ョン」への言及は、投資者に提供されるすべてのプレゼンテーションが一般とのコミュニケーションである
ことを意味するものと読むべきではないと考えた。 

 委員会は、特定のコミュニケーションが一般とのコミュニケーションであるかどうかを評価するにあたり
企業が判断を適用することに留意した。IFRS第 18号に付属する結論の根拠のBC335項において、IASBは、
「企業はどのように一般とのコミュニケーションを行うのか及び当該コミュニケーションに含める業績指標
を能動的に決定する。企業は通常、市場に提供することが認められている情報の種類及び時期を制限してい
る法律及び規制に準拠するため、自らのコミュニケーションのモニタリング及びコントロールを行うための
システム及びプロセスを整備している。」という所見を示した。 

 委員会は、事実パターンに記載されたプレゼンテーションは、IFRS 第 18 号を適用して経営者が定義した
業績指標を識別する目的において、一般とのコミュニケーションではないと結論を下した。 

結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、事実パターンに記載されているプレゼンテーショ
ンが、IFRS 第 18 号を適用して経営者が定義した業績指標を識別する目的において、一般とのコミュニケー
ションであるかどうかを企業が評価するための適切な基礎を提供していると結論を下した。したがって、委
員会は、要望書に対処するための基準設定プロジェクトは必要ないと［決定した］。 

 
現金及び現金同等物からの収益及び費用の分類（IFRS第18号「財務諸表における表示及
び開示」）― アジェンダ・ペーパー4A 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、企業が他の事業活動とともに次のような主要な事業活動を有している場合に、現金及び現金同
等物からの収益及び費用を企業がどのように分類するのかに関しての要望書を受け取った。 

a. IFRS第 18 号の第 53 項(c)の範囲に含まれる金融資産への投資 
b. 顧客へのファイナンスの提供 
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IFRS第 18号の第 56項(a)は、IFRS第 18号の第 53項(c)の範囲に含まれる金融資産に主要な事業活動とし
て投資している企業に対し、現金及び現金同等物からの収益及び費用を純損益計算書の営業区分に分類する
ことを要求している。 

要望書は、第 56 項(a)における要求が、たとえ一部の現金及び現金同等物からの収益及び費用が顧客への
ファイナンスの提供に関するものであり、一部が製品製造などの他の事業活動に関するものである場合であ
っても、すべての現金及び現金同等物からの収益及び費用に適用されるかどうかを質問していた。 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

 IFRS 第 18 号の B37 項は、資産への投資又は顧客へのファイナンスの提供が報告企業全体にとっての主要
な事業活動であるかどうかを評価することを企業に要求している。 

 委員会は次のことに着目した。 

a. IFRS 第 18 号の第 56 項(a)は、企業が他の特定の主要な事業活動を有しているかどうかを問わず、す
べての現金及び現金同等物からの収益及び費用を営業区分に分類することを企業に要求している。 

b. 事実パターンに記述された企業は、顧客へのファイナンスの提供という主要な事業活動も有している
が、IFRS 第 18 号の第 56 項(b)(ii)に記述されている会計方針の選択が当該企業には利用可能ではな
く、IFRS第 18号の第 57項は適用されない。しかし、IFRS第 18号の第 65項(a)(ii)に示されている会
計方針の選択（資金の調達のみを伴う取引から生じる負債に関しての）は、依然として当該企業に利
用可能である。 

c. IFRS 第 18 号に関する設例の図 3.3 は、IFRS 第 18 号の第 55 項から第 57 項に示されている要求事項
の適用を例示している。 

結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、事実パターンに記述されている企業が現金及び現
金同等物からの収益及び費用を純損益計算書において分類する方法を決定するための適切な基礎を提供して
いると結論を下した。したがって、委員会は、要望に対処するための基準設定プロジェクトは必要ないと
［決定した］。 

 
企業が顧客へのファイナンスの提供という主要な事業活動を有している場合の収益及び
費用の分類（IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」）― アジェンダ・ペーパー
4B 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、顧客へのファイナンスの提供という主要な事業活動を有している企業が、IFRS 第 18 号の第 65
項(a)及び第 66 項に従って連結純損益計算書において、資金の調達のみを伴う取引から生じる負債からの収
益及び費用をどのように分類するのかに関する要望書を受け取った。 

要望書は次のことを質問していた。 

a. 連結財務諸表を作成する際に、IFRS 第 18 号の第 65 項(a)(ii)における会計方針の選択が適用されるの
は、企業全体なのか、企業のグループ内の子会社のうち顧客へのファイナンスの提供という主要な事
業活動を有する子会社のみなのか（質問 1） 

b. IFRS 第 18 号の第 66 項は、たとえ企業が顧客へのファイナンスの提供に関する特定の負債の一部（し
かし全部ではない）をそうでないものと区別できる場合でも、すべての特定の負債からの収益及び費
用に適用されるのかどうか（質問 2） 

c. IFRS 第 18 号の第 57 項を適用して、顧客へのファイナンスの提供に関連する現金及び現金同等物をそ
うでないもの企業と区別できないため、現金及び現金同等物からの収益及び費用を営業区分に分類す
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る企業は、たとえ顧客へのファイナンスの提供に関連する負債をそうでないものと区別できる場合で
も、特定の負債からの収益及び費用に同じ分類を適用することを要求されるのかどうか（質問 3） 

適用される要求事項 

 IFRS 第 18 号の第 56 項(b)から第 57 項、第 65 項(a)及び第 66 項は、主要な事業活動として顧客にファイ
ナンスを提供している企業が、次のものから生じる収益及び費用をどのように分類するのかを定める要求事
項を示している。 

a. 現金及び現金同等物（企業が IFRS 第 18 号の第 53 項(c)の範囲に含まれる金融資産への投資という主
要な事業活動も有してはいない場合） 

b. 特定の負債 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

質問 1 

 IFRS 第 18 号の第 65 項は、報告企業全体について評価して、主要な事業活動として顧客へのファイナンス
を提供している企業に適用される。 

 委員会は、連結グループである企業が主要な事業活動として顧客にファイナンスを提供していると結論を
下す場合、IFRS 第 18 号の第 65 項(a)(ii)の要求事項が連結グループ全体に適用されることに着目した。した
がって、第 65 項(a)(ii)における会計方針の選択は、顧客へのファイナンスの提供に関連しない連結グループ
のすべての特定の負債に適用され、顧客へのファイナンスの提供という主要な事業活動を有している連結グ
ループの中の子会社の特定の負債のみに適用されるのではない。 

質問 2 

 IFRS 第 18 号の第 65 項(a)は、主要な事業活動として顧客にファイナンスを提供している企業に対して、
顧客へのファイナンスの提供に関連する特定の負債とそうでない特定の負債とを区別することを要求してい
る。企業がそのような区別を行うことができない場合には、IFRS第 18号の第 66項は、IFRS第 18号の第 65
項(a)(ii)における会計方針の選択を適用して、「すべてのそのような負債」からの収益及び費用を純損益計算
書の営業区分に分類することを企業に要求している。 

 IFRS 第 18 号に関する結論の根拠の BC183 項は、主要な事業活動として顧客にファイナンスを提供してい
る企業が特定の負債からの収益及び費用の分類について会計方針の選択を行うことを認めるという IASBの決
定の結果を説明している。その説明は、企業が顧客へのファイナンスの提供に関連する特定の負債からの収
益及び費用のみを営業区分に分類しているのではない場合には、企業がすべての特定の負債からの収益及び
費用を営業区分に分類すると述べている。IFRS第 18号に関する設例の図 3.2から 3.3は、IFRS第 18号の第
55 項から第 57 項及び第 65 項から第 66 項に示されている要求事項を例示している。 

 委員会は、企業が顧客へのファイナンスの提供に関連する特定の負債をそうでない特定の負債と区別でき
ない場合には、企業はすべての特定の負債からの収益及び費用を純損益計算書の営業区分に分類することを
要求されることに着目した。すなわち、IFRS 第 18 号の第 66 項における「すべてのそのような負債」への言
及は、事実パターンにおける連結グループの特定の負債の全部を指している。 

質問 3 

 第 56 項(b)(ii)及び第 65 項(a)(ii)は、現金及び現金同等物並びに特定の負債からの収益及び費用の分類のた
めの会計方針についての企業の選択が、互いに一貫していることを要求している。 

 第 57 項は、第 56 項(b)を適用する企業に対して、顧客へのファイナンスの提供に関連する現金及び現金同
等物をそうでないものと区別できない場合には、現金及び現金同等物からの収益及び費用を営業区分に分類
することを要求している。 
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 委員会は、第 57 項で要求されているように、企業が顧客へのファイナンスの提供に関連する現金及び現金
同等物をそうでないものと区別できないため現金及び現金同等物からの収益及び費用を営業区分に分類する
場合には、企業は特定の負債からの収益及び費用に同じ分類を提供することを要求されることに着目した。
企業は、顧客へのファイナンスの提供に関連する特定の負債をそうでない特定の負債と区別できるかどうか
を問わず、そのようにすることを要求される。 

結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、事実パターンに記述されている企業が特定の負債
からの収益及び費用を純損益計算書において分類する方法を決定するための適切な基礎を提供していると結
論を下した。したがって、委員会は、要望に対処するための基準設定プロジェクトは必要ないと［決定し
た］。 

 
単一の投資者のファンドについての支配の判定（IFRS第10号「連結財務諸表」）― アジ
ェンダ・ペーパー5 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、企業（ファンド・マネジャー以外のファンドに対する唯一の投資者）が、ファンド・マネジャ
ーが代理人であり当該ファンドを支配していない場合に、ファンド・マネジャーに意思決定権限を委任した
かどうかをどのように評価するのかに関する要望書を受け取った。 

事実パターン 

 要望書は、企業（投資者）がファンド・マネジャー以外のファンドに対する唯一の投資者である状況を記
述している。 

 ファンド・マネジャーは、 

a. 多数の機関投資者に投資機会を提供するというファンドの目的及び設計を決定した。 
b. ファンドの関連性のある活動を指図する広範囲の意思決定権限を有している。ファンド・マネジャー

は、ファンドのすべての関連性のある活動（投資決定、ポートフォリオ会社の選択及び処分、幹部職
員の選任、契約締結、借入及び方針設定）を指図する一方的な能力を有している。 

c. 提供したサービスに見合った、サービスに対する市場ベースの報酬を受け取る。 
d. ファンドに対して 0.01％の投資を有している。 
e. IFRS第10号に記述されている代理人である。ファンド・マネジャーは広範囲の意思決定権限を有し、

自らの投資からのリターン及び報酬の変動可能性に晒されているが、ファンド・マネジャーのエクス
ポージャーは、ファンド・マネジャーが代理人でありファンドを支配していないことを示している。 

 投資者は、 

a. ファンドに対する 99.99%の投資を有している。ファンドは他の機関投資者に開放されているが、投資
者がファンドに出資した唯一の投資者である。 

b. ファンドの目的及び設計の決定に関与していなかった。 
c. IFRS 第 10 号に記述された防御的な権利のみを保有している。例えば、投資者がファンド・マネジャ

ーを解任又は入れ替える能力を有するのが、契約違反、意図的な不正行為又は重大な過失などの原因
がある場合のみである。 

 ファンドは契約上の固定期間を有しており、その期間中、投資者は自らの投資をファンドから引き出すこ
とができない。 

質 問 
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 要望書は、IFRS 第 10 号に従って、要望書に記載されている投資者が、ファンド・マネジャーに意思決定
権限を委任したものと自動的にみなされるかどうかを質問している。言い換えると、投資者がファンド・マ
ネジャー以外のファンドへの唯一の投資者でありファンド・マネジャーが代理人であるという理由で、ファ
ンド・マネジャーの意思決定権を自動的に投資者が直接保有しているものとして扱うのかどうかである。 

IFRS第 10号の要求事項の適用 

 IFRS 第 10 号の第 2 項から第 18 項の要求事項を IFRS 第 10 号の付録 B における関連する適用指針ととも
に考慮するにあたり、委員会は次のことに着目した。 

a. IFRS第 10号の第 4項から第 4B項で定めている場合を除き、他の企業を支配している企業（以下「投
資者」という。）は連結財務諸表を作成する。支配は連結の唯一の基礎である。すなわち、投資者は
投資先を支配している場合にのみ投資先を連結する。 

b. 投資者が投資先を支配しているかどうかの判定には、すべての事実及び状況を考慮して、判断が必要
となる。 

c. 投資先を支配するためには、投資者は IFRS 第 10 号の第 7 項に示された支配の３つの要素を有してい
ることが要求される。すなわち、(i) 投資先に対するパワー、(ii) 投資先への関与により生じる変動リ
ターンに対するエクスポージャー（又は権利）、(iii) 投資者のリターンの額に影響を及ぼすように投
資先に対するパワーを用いる能力である。IFRS第 10号の第 5項から第 18項及び IFRS第 10号の付録
B の関連する各項は、投資者が投資先を支配しているかどうかを判定するにあたって適用する要求事
項を含んでいる。 

d. （要望書における事実パターンのように）企業が意思決定権を有している状況において支配を判定す
るにあたり、B58 項から B59項は次のことを要求している。 
i. 意思決定者が、自らが本人又は代理人であるかどうかを評価すること。代理人である場合には、意

思決定者は投資先を支配していない。要望書に記載されている事実パターンでは、意思決定者はフ
ァンド・マネジャーであり、事実パターンは、ファンド・マネジャーが代理人であると仮定してい
る。 

ii. 投資者が、意思決定者が投資者のための代理人として行動しているかどうかを決定すること。投資
者がある特定の事項又はすべての関連性のある活動に関して意思決定権限を代理人に委任した場合
には、投資者は代理人に委任された意思決定権を投資者が直接保有しているものとして扱うことを
要求される。したがって、要望書における事実パターンでは、投資者が関連性のある活動に関する
意思決定権限をファンド・マネジャーに委任した場合には、投資者はファンド・マネジャーの当該
意思決定権限を自らの意思決定権として扱うことになる。 

e. ファンド・マネジャーが代理人であることのみを理由に（又はその場合には自動的に）、投資者がフ
ァンド・マネジャーのすべての意思決定権を保有していると結論を下すことは、IFRS 第 10 号におけ
る支配モデルと不整合な結果を生じさせる可能性がある。 

 したがって、委員会は、ファンド・マネジャー以外のファンドに対する唯一の投資者であることは、それ
単独では、事実パターンに記載されている投資者が意思決定権限をファンド・マネジャーに委任したと自動
的にみなされることを意味しないと結論を下した。事実パターンに記述されている投資者は、ファンドを支
配しているかどうかを判定する際に、IFRS 第 10 号の第 5 項から第 18 項のすべての要求事項を、IFRS 第 10
号の付録 B における関連する適用指針とともに考慮することが要求される。 

結 論 

委員会は、IFRS 第 10 号における原則及び要求事項は、事実パターンに記載されている投資者が、意思決
定権限をファンド・マネジャーに委任したと自動的に見なされるかどうかを評価するための適切な基礎を提
供していると結論を下した。したがって、委員会は要望書に対処するための基準設定プロジェクトは必要な
いと［決定した］。 
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製造業者である貸手についての特定の主要な事業活動の評価（IFRS第18号「財務諸表に
おける表示及び開示」）― アジェンダ・ペーパー6 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、製造業者である貸手である企業が、IFRS第18号を適用して、企業の集約されたリース活動（フ
ァイナンス・リース及びオペレーティング・リース活動で構成される）が顧客へのファイナンスの提供とい
う主要な事業活動であるかどうかをどのようにして評価するのかに関する要望書について議論した。 

事実パターン 

 要望書は、企業が自動車を製造し、それを顧客に販売するか又はリースするかのいずれかである事実パタ
ーンを記述している。企業は、 

a. 自動車の販売、ファイナンス・リース及びオペレーティング・リースを一緒にして１つの事業分野に
おいて管理する。企業のセグメントは地域に基づいており、製品ラインには基づいていない。 

b. リース（性質が大きくは異ならない）を IFRS 第 16 号「リース」を適用してファイナンス・リース又
はオペレーティング・リースのいずれかとして分類する。 

c. リース契約がファイナンス・リースなのかオペレーティング・リースなのかに関係なく、各リース契
約について借換契約を銀行と締結する。借換契約は、企業が受け取るキャッシュ・フローと販売にお
いて受け取ったであろうキャッシュ・フローとの差額を埋める。借換契約は金利費用を生じさせる。 

d. 内部と外部の両方の報告目的で、集約されたリース活動について売上総利益に類似した１つの小計を
営業業績の重要な指標として使用する。この売上総利益に類似した小計には、ファイナンス・リース
及びオペレーティング・リースからの収益及び費用が、借換契約に係る金利費用とともに含まれる。 

質 問 

 委員会は、企業の集約されたリース活動（ファイナンス・リース及びオペレーティング・リース活動で構
成される）が顧客へのファイナンスの提供という主要な事業活動であるかどうかを検討した。その評価は、
とりわけ、純損益計算書における借換契約に係る金利費用（特に、オペレーティング・リースに分類される
リース契約に係るもの）の分類に影響を与える。 

適用される要求事項 

 収益及び費用を営業、投資及び財務の各区分に分類するために、IFRS 第 18 号の第 49 項は、企業が特定の
主要な事業活動（すなわち、特定の種類の資産への投資（資産への投資）又は顧客へのファイナンスの提供
という主要な事業活動）を有しているかどうかを評価することを企業に要求している。 

 IFRS 第 18 号の B30 項から B41 項は、企業が特定の主要な事業活動を有しているかどうかを判定する際に
適用する適用指針を含んでいる。特に、 

a. B30 項は次のように述べている。「企業は複数の主要な事業活動を有している場合がある。（中略）
収益及び費用を本基準書で要求しているように営業、投資及び財務の区分に分類するために企業が行
う必要があるのは、資産への投資と顧客へのファイナンスの提供のいずれか又は両方が主要な事業活
動であるかどうかを判定することのみである。」 

b. B33 項は、資産への投資又は顧客へのファイナンスの提供が企業の主要な事業活動であるかどうか
は、事実の問題であり、単なる主張ではないと述べている。資産への投資又は顧客へのファイナンス
の提供が主要な事業活動であるかどうかを評価するために判断を用いること及び当該評価を証拠に基
づいて行うことを企業に要求している。 
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c. B34 項から B36 項は、企業の主要な事業活動の証拠を提供する可能性のある要因について論じてい
る。これらの要因には、例えば、企業が特定の小計を営業業績の重要な指標として使用しているかど
うかが含まれる。 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

 企業は、ある活動が特定の主要な事業活動であるかどうかを評価するにあたり、IFRS 第 18 号の要求事項
（第 49 項及び B30 項から B41 項における適用指針を含む）を適用する。この評価を行うにあたり、企業は
判断を用い、すべての関連性のある事実及び状況を考慮する。 

 事実パターンを考慮するにあたり、委員会は次のことに着目した。 

a. IFRS 第 18 号の B34 項を適用すると、企業の集約されたリース活動（ファイナンス・リース及びオペ
レーティング・リース活動で構成される）が顧客へのファイナンスの提供という主要な事業活動であ
る可能性が高い。この評価は、企業が（事実パターンで記述されている）集約されたリース活動につ
いて売上総利益に類似した１つの小計を営業業績の重要な指標として使用していることによって証明
される。 

b. 企業のリースの一部をオペレーティング・リースに分類することは、企業の集約されたリース活動が
顧客へのファイナンスを提供する種類のものであることを妨げない。 

c. IFRS 第 18 号の B32 項は、主要な事業活動として顧客へのファイナンスを提供する可能性のある企業
の類型として、オペレーティング・リースにおいて顧客にファイナンスを提供する企業の例示を含め
ていない。しかし、オペレーティング・リースにおいて顧客にファイナンスを提供する企業が B32 項
における例示にないことは、決定的なものではない。すなわち、それらの例示は網羅的なリストでは
ない。 

 結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、事実パターンに記述されている企業が、集約され
たリース活動が顧客へのファイナンスの提供という特定の主要な事業活動であるかどうかを評価するための
適切な基礎を提供していると結論を下した。したがって、委員会は、要望書に対処するための基準設定プロ
ジェクトは必要ないと［決定した］。 

 
小計の名称（IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」）― アジェンダ・ペーパー
7A 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、企業の純損益計算書における小計が経営者が定義した業績指標（「指標」と呼ぶ）でもある場
合の、当該小計の名称の付け方に関する要望書を受け取った。特に、要望書は、指標の名称が、当該指標か
ら除外した（又は含めた）要素のすべてを明示的に列挙することを要求されるのかどうかを質問していた。 

要望書において記述されている指標は、 

a. 基本財務諸表における追加的な小計についての IFRS第 18号の第 24 項の要求事項に準拠している。 
b. IFRS第 18 号の第 117 項における経営者が定義した業績指標の定義を満たしている。 

適用される要求事項 

IFRS 第 18 号の第 43 項（及び B24 項から B26 項における関連する適用指針）は、企業の基本財務諸表に
表示する小計の名称の付け方及び記述についての要求事項を示している。具体的には、第 43 項は、「基本財
務諸表に表示する項目（すなわち、合計、小計及び科目）又は注記に開示する項目について、当該項目の特
徴を忠実に表現する方法で名称を付けて記述」することを企業に要求している。 
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IFRS第 18号の第 123項（及び B134項から B135項における関連する適用指針）は、経営者が定義した業
績指標の名称の付け方及び記述についての要求事項を示している。具体的には、B134 項(a)は、「［経営者
が定義した業績指標］を［IFRS 第 18 号の］第 43 項に従って特徴を忠実に表現する方法で名称を付け記述す
る」ことを企業に要求している。 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

 委員会は、指標に適切に名称を付け記述する方法の決定には、企業の具体的な事実及び状況に基づく判断
が必要となることに着目した。 

 委員会は、IFRS 第 18 号の要求事項が、企業が項目（小計及び経営者が定義した業績指標を含む）の名称
を付ける際に適用する原則を示している。例えば、 

a. 第 43 項は、小計の名称が当該小計の特徴を忠実に表現することを要求しており、同様に、B134 項
は、経営者が定義した業績指標の名称がその経営者が定義した業績指標の特徴を忠実に表現すること
を要求している。 

b. 第 123 項は、経営者が定義した業績指標について財務諸表利用者に誤解を与えない明瞭で理解可能な
方法で名称を付けることを企業に要求している。 

 委員会は、名称の付け方について適用される要求事項を、指標の名称において当該指標から除外した（又
は含めた）要素を列挙せずに満たすことが可能であると考えた。例えば、B135 項(a)は「非経常的費用前の
営業利益」の名称を付けた経営者が定義した業績指標の例を含んでいる。B135 項(b)は「記述に用いている
（中略）用語の意味を説明する（例えば、企業が「非経常的費用」をどのように定義しているのかを説明す
る）」ことを企業に要求しており、第 43 項は「場合によっては、企業は当該記述及び説明に、企業が用いて
いる用語の意味を含めることが必要となることがある」と述べている。委員会は、すべての必要な記述及び
説明を名称そのものに含める必要はなく、注記に開示することができると考えた。 

 したがって、委員会は、経営者が定義した業績指標である小計の名称は、当該名称（及び注記における関
連する記述）が、小計及び経営者が定義した業績指標に名称を付け記述する方法に関しての IFRS 第 18 号の
適用される要求事項に準拠する限り、当該指標から除外した（又は含めた）すべての要素を明示的に列挙す
ることを要求されないと結論を下した。 

結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、経営者が定義した業績指標である小計の名称が、
当該指標から除外した（又は含めた）すべての要素を明示的に列挙することを要求されるかどうかを企業が
決定するための適切な基礎を提供していると結論を下した。したがって、委員会は、要望書に対処するため
の基準設定プロジェクトは必要ないと［決定した］。 

 
営業費用の表示（IFRS第18号「財務諸表における表示及び開示」）― アジェンダ・ペー
パー7B 

2026年9月9日までコメントを募集 

委員会は、次のことを質問した要望書を受け取った。 

a. どのような場合に企業は IFRS第 18号の第 78項を適用して「混合表示」（すなわち、企業が純損益計
算書における分類及び科目への表示を一部の営業費用は性質に基づいて行い、他の営業費用は企業内
での機能に基づいて行う表示）を使用することを要求されるか 
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b. 企業が同じ性質の費用を分解して、それらの費用の一部を性質に基づいて集約した営業費用で構成さ
れる科目に分類して表示し、他の費用を機能に基づいて集約した営業費用で構成される科目に分類し
て表示することができるかどうか 

適用される要求事項 

 IFRS第 18号の第 78項から第 85項及び B80項から B85項は、純損益計算書の営業区分における費用の表
示及び開示についての要求事項を示している。 

IFRS第 18号の要求事項の適用 

「混合表示」の使用 

 IFRS 第 18 号の第 78 項は、純損益計算書の営業区分において、費用の分類及び表示を費用の最も有用な体
系化された要約を提供する方法で、(a) 費用の性質、(b) 企業内での費用の機能、又は(c)これらの特徴の両方
を使用して行うことを企業に要求している。したがって、委員会は、混合表示の使用が営業費用の最も有用
な体系化された要約を提供する場合には、企業は混合表示の使用を要求されると考えた。 

同じ性質の費用の分類及び表示 

 IFRS 第 18 号の B82 項は、企業が一部の従業員給付を機能別の科目に含めて他の従業員給付を性質別の科
目に含める例を示している。B82 項は、一部の費用については性質別に他の費用については機能別に分類し
表示する企業に対し、その結果としての科目にどの費用が各科目に含められているのかを明確に識別する方
法で名称を付けることを要求している。 

 委員会は、B82 項における例示は、企業が同じ性質の費用の一部を１つ又は複数の機能別の科目に含めて
いる場合に、その性質のすべての費用を機能別の科目に含めることは要求されないことを例示していること
に着目した。営業費用を分類し表示するにあたり、企業は、IFRS 第 18 号の B85 項に従って、営業費用の最
も有用な体系化された要約を提供する集約のレベルを検討する。 

結 論 

委員会は、IFRS 第 18 号における原則及び要求事項は、企業が次のことを決定するための適切な基礎を提
供していると結論を下した。 

a. どのような場合に企業は混合表示を使用することを要求されるか 
b. 同じ性質の費用を分解して、それらの費用の一部を性質に基づいて集約した営業費用で構成される科

目に分類して表示し、他の費用を機能に基づいて集約した営業費用で構成される科目に分類して表示
することができるかどうか 

したがって、委員会は、要望書に対処するための基準設定プロジェクトは必要ないと［決定した］。 

 
その他の事項 

仕掛中の作業― アジェンダ・ペーパー8 

 委員会は、2026年 6 月の会議で議論されなかった未解決事項の現状についてのアップデートを受けた。 
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